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事業概要【介護テクノロジーの普及と地域包括支援の推進事業】

申請者 新潟県⻑岡市 初回採択回 令和７年度第１回募集

事業計画期間 R7-R9年度 期間中の総事業費
（カッコ内はR7年度事業費）

14,000千円
（2,000千円）

経費の類型 ソフト
事業  拠点整

備事業
インフラ

整備事業 事業分野 地⽅  ⼈ 流 分野

目的・効果
•⾼齢化 進 地域特性 踏   介護       普及 促進  地域 介護⼈材不⾜ 業務負担 軽減 
      地域住⺠ ⽣活 質向上 地域経済 活性化 実現 
•     地域内外  連携 強化  ⻑岡市          全国展開 目指  ⻑岡市  選   街   
るような施策を展開。

事業概要・
主な経費

※経費内訳はR7年度事
業費

【事業概要】
・伴走支援事業の実施
・介護テクノロジーの導入支援
 地域間連携 先進事例 共有

【ソフト事業経費】
○介護DX・業務改善相談事業
・業務委託 1,000千円
〇介護テクノロジーの導入支援
 導入支援⾦（補助⾦）1,000千円

地域の多様な
主体の参画

○市内の福祉用具販売事業者と連携し、該当施設
（導入が遅れている施設）に対し、介護テクノロジーを導
入し、業務改善を実現するためのベストな改善策を企画
提案する。
○介護福祉士養成校と連携し、介護現場に求められる
介護テクノロジーのスキルを提供する。

KPI
※カッコ内の数値は

最終事業年度 
での「KPI増加分
 累計」の目標
値

①介護職員 業務負担軽減率（＋20％）
②介護テクノロジーの新規導入事業所数 （＋30箇所）
③介護テクノロジーの追加導入事業所数（＋20箇所）
④伴走支援協⼒事業者数（＋10箇所）
⑤他自治体からの視察・問い合わせ、メディア掲載件数
（＋15件）

① 介護DX・業務改善相談事業

各種相談
研修会

・
展示会

試用貸出 伴走支援

② 介護テクノロジー導入支援

③ 地域間連携と先進事例の共有

安心・安全な
環境を整備し、
介護職員の負
担を軽減する
とともに魅力あ
る職場環境を
整備

地域内外での連携を強化し、モデルケースとして
全国展開を目指す 「選ばれる街」へ



１．申請者情報

２．交付対象事業の名称等

＜ 変更状況確認欄 ＞　※軽微変更報告の際に記載

３．交付対象事業の背景・概要

１．高齢化と生産年齢人口の減少
　・高齢化率：交付対象事業の背景でも述べたように、本市の高齢化率は全国平均を上回っており、介護サービスの需要が急増している。
　・生産年齢人口の減少:：2020年から2045年にかけて、生産年齢人口が約30%減少すると予測されており、地域経済が縮小する中で介護サービスの提供が困難になることが予測される。
　・介護人材不足：介護業界の人材不足は慢性化しており、業務負担も大きくなっている。厚生労働省地域包括ケア「見える化」システムによる介護サービス給付費の将来推計値等を基に算出した結果によ
ると、本市では2040年までに約1,000人の介護人材を増やす必要があることが分かっている。
→ 解決策：介護テクノロジーの導入により業務負担を軽減し、介護職員の定着率向上を目指す。さらに、テクノロジーを活用した業務効率化により、地域内で安定した介護サービスの提供が可能となる。

２．テクノロジー導入の格差と業務効率化の遅れ
　・導入施設の格差：テクノロジー導入の進展が事業所ごとに異なり、導入余力のある施設とそうでない施設の格差が拡大する。導入が進まない事業所では、利用者や人材の確保が困難になり、サービス
の質が低下。結果的に地域住民の満足度や生活の質にも影響を及ぼす。
→ 解決策：新規導入事業所数の増加を目指し、施設間の導入格差を縮小。小規模施設への導入支援を強化し、導入後のメンテナンスやサポート体制を整備することで、事業全体の効率化を図る。

３．デジタル技術の理解・活用スキルの差
　・デジタル技術への理解や活用スキルの差が、住民や事業所間で大きく異なるため、技術の普及にバリアが生じる。高齢者や小規模企業者がデジタル技術を十分に活用できず、テクノロジー活用の恩恵
を受けられない。
→ 解決策：介護従事者へのICT研修や、高齢者向けのデジタルリテラシー向上プログラムを通じて、テクノロジー活用のバリアを解消し、全市民がテクノロジーの恩恵を受けられるよう支援。

４．他地域や行政、企業との連携不足
　・市内の介護事業者間での連携がほとんどなく、広域的なリソースの活用やノウハウ共有が進んでいない。他自治体との情報交換等は現状ほとんど行われていない。
→ 解決策:：地域間連携の強化、共同調達プログラムの設計を通じて、地域全体での効率的なリソース活用を図る。また、企業との連携強化により、介護テクノロジーの導入を促進。

５．テクノロジー導入初期の運用負荷
　・テクノロジー導入初期段階では、職員の業務負担が増加し、適応に時間がかかる。これにより、職員のストレスやモチベーション低下が発生し、短期的な業務効率低下が見込まれる。
→ 解決策：初期導入段階での伴走支援体制の強化、研修とサポート体制の充実を図り、運用負荷を軽減。職員の適応支援プログラムを通じて、テクノロジー導入後のスムーズな運用を支援。

Ｃ．交付対象事業の概要
（交付対象事業がどのように構造的な課題の解決に寄与するのかが分かるように記載すること。）

　本事業は、急速に進行する高齢化に対応するため、介護テクノロジーを積極的に導入し、高齢者が安心して自立した生活を送れる環境を整備します。また、介護分野への就業者増加と若年層の定着支
援を目指し、働きやすい職場環境を整え、介護業界への新たな人材の参入を促進。さらに、地域内外での連携を強化し、長岡市をモデルケースとして全国展開を目指し、長岡市が「選ばれる街」となるよう
な施策を展開していく。

１．高齢者の安心・安全な生活環境整備
・介護テクノロジーの導入支援及び伴走支援：介護施設と在宅ケアでの見守りシステムや移動支援技術の導入を促進し、高齢者が住み慣れた地域で安心して自立した生活が送れる環境を整備する。これ
により、高齢者の孤立防止や緊急時の早期対応が可能となり、家族の負担も軽減されるとともに、地域全体で支える環境づくりを目指す。
・地域包括ケアの強化：医療機関との連携を強化し、介護テクノロジーのを活用して高齢者の健康管理を支援。地域全体で高齢者の安全を守り、医療と福祉による効率的なサービス提供を実現し、地域住
民一丸となった支援体制の確立を目指す。

Ｂ．地方創生の実現における構造的な課題

（交付対象事業の背景）
　本市では、人口減少と高齢化が進行しており、2022年の高齢化率は31.87%で、全国平均の29.0%を上回っている。さらに、2050年には高齢化率が40.87％に達すると予測されており、地域の高齢化が急速
に進んでいる。一方で慢性的な介護人材の不足が顕著であり、特に夜間の業務負担や精神的負荷が大きな課題となっている。一部の介護施設では、介護テクノロジーの導入が進んでいるが、導入余力の
ある施設とそうでない施設の格差が広がっている。また、高齢化の進展に伴い、医療や介護分野の需要が増大し、地域経済や住民生活に大きな影響を及ぼしており、高齢者人口の増加による介護サービ
スの需要増大に対して、地域内での効率的な資源配分が求められている。地域内の介護事業所では、業務改善や生産性向上のために介護テクノロジーの導入が不可欠な状況で、特に、導入を進めること
で介護職員の負担軽減や高齢者の生活支援の質向上が必須である。

（地方創生として目指す将来像）
１．介護テクノロジーを活用し、高齢者が住み慣れた地域で自立した生活を送れるよう、安心・安全な環境を整備する。遠隔モニタリングやコミュニケーション支援技術の導入により、高齢者と家族の負担を
軽減。
２．介護テクノロジーを活用して業務効率化を図り、介護職員の負担を軽減するとともに、魅力ある職場環境を整備する。これにより、介護分野への就業者増加や若年層の定着を目指す。
３．長岡市が介護テクノロジーの普及・導入における先進モデルとなり、全国や他地域に成功事例を共有し、これにより他地域との連携を深めるとともに、地域ブランドを確立。求職者からも施設利用者から
も「選ばれる街」を目指す。

なお、交付対象事業については、民間事業所の取組みを支援するものである。

計 0千円

Ａ．地方創生として目指す将来像（交付対象事業の背景）

【拠点整備事業】
申請額（左記の1/2）

【インフラ整備事業】
対象事業経費

【インフラ整備事業】
申請額

1 新潟県 長岡市 15202

0千円 0千円 0千円 0千円 0千円

最終交付決定日 軽微変更報告日

まで

No. 都道府県名 市区町村等名
地方公共団体

コード
【ソフト事業】

対象事業経費
【ソフト事業】

申請額（左記の1/2）
【拠点整備事業】
対象事業経費

年 月 日インフラ整備事業実施期間 年 月 日 から

事業分野 ○

年 月から

31 日 まで

拠点整備事業実施期間 年

ソフト事業実施期間 2025 年 4 月 1

日月 日

日 から 2028 年 3 月

まで

担当者名

　　　　（別紙１）第２世代交付金（令和６年度補正予算分及び令和７年度当初予算分）実施計画【新規事業】 2025.1.17

都道府県名 新潟県 市区町村等名 長岡市 地方公共団体コード 15202

清水　茉耶 電話番号 0258-39-2371 メールアドレス fukushi@city.nagaoka.lg.jp

担当部局名 福祉保健部福祉総務課 責任者名 杉本　恭理 責任者役職 課長

単独
広域

交付対象事業の名称

単独 介護テクノロジーの普及と地域包括支援の推進

事業分野
（大項目）

地方への人の流れ
事業分野
（詳細）

②移住促進・地方創生人材の確保・育成等の
人材分野
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民 丸となった支援体制の確立を目指す。

２．介護分野への就業者増・若年層定着支援
・業務負担軽減による職場環境の改善：介護ロボットやICTシステムの導入により、介護職員の業務負担を軽減し、職場の魅力を高める。これにより、介護職の魅力が向上し、若年層が介護分野でのキャリ
アを選びやすくなる。また、介護職のキャリアパスを明示化し、定着率の向上を図る。
・介護業界への新たな人材の確保：地元の教育機関と連携し、介護分野でのICTスキルを持つ人材を育成するための研修プログラムを提供する。また、インターンシップや実地研修を通じて、介護業界の魅
力を体験できる機会を提供し、若年層の定着を促進する。

３．地域間連携と先進事例の共有
・地域内外での事例共有：長岡市をモデルケースとして、介護テクノロジーの導入事例を他自治体や企業と共有する事例発表会やシンポジウムを開催する。これにより、介護分野の魅力を広く伝え、他地域
の住民や事業所が介護テクノロジーの活用を検討するきっかけを作る。また、地域間連携を強化し、持続可能な介護サービスの提供を目指すとともに、他地域との協力体制を深めることで、全国的な普及
を目指す。
・住民の意識向上：事例発表会やシンポジウムでは、介護テクノロジーの導入がもたらす生活の質向上や介護職員の負担軽減といった具体的な成果を住民に直接伝える。これにより、住民はテクノロジー
が自身の生活や地域全体にどのように役立つかを理解し、介護分野への関心が高まる。また、参加者が地域包括ケアの重要性や、介護分野の社会的責任について再認識することで、地域全体での支え
合いと協力の意識が高まる。特に、高齢者やその家族がテクノロジーに対する意欲を持つようになることで、介護サービスの普及や質の向上が促進される。さらに、住民一人一人がテクノロジーを理解し、
地域コミュニティ全体で高齢者を支え合う姿勢を持つことが、地域の介護力を強化し、持続可能な社会の実現に繋がる。
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４．重点テーマへの該当

５．他の政策・施策等との連携状況

６．他の国庫補助金等の対象事業の除外

７．交付対象事業の重要業績評価指標（KPI）

８．自立性

事業開始前
（現時点）

15.00

2028年度 2029年度 年度

5.00 3.00 2.00

KPI②

0.00

10.00

0.00 5.00 5.00 5.00

5.00 5.00 10.00 20.00

10.00 10.00 10.00

増加分 増加分 増加分 増加分 増加分 増加分 増加分 増加分 増加分 増加分
KPI増加分の累計

年度2025年度 2026年度 2027年度

KPI⑤ 他自治体からの視察・問い合わせ、メディア掲載件数 単位 件

KPI④ 伴走支援協力事業者数 単位 箇所

KPI① 20.00

0.00

0.00 5.00 5.00 10.00

自主財源の種類

【A】

KPI⑥ 単位

年度 年度 年度

30.00

0.00

本事業では、導入事業所や地域住民が介護テクノロジーの価値を実感し、持続的に活用できる環境を整備することで、行政支援が終了した後も自律的に事業が継続する仕組みを構築する。
特に、行政の一般財源負担の増大を抑えつつ、以下の３つの観点で財源確保と歳出削減を図る。

１．事業収入・外部資源の活用
　・施設側がテクノロジー導入による業務効率化・加算報酬を活用し、自費・補助金に頼らず設備更新が可能となるサイクルを確立。
　・介護テクノロジーの導入事例や効果を全国に発信し、他自治体との共同調達・共同運営を促進。
２．介護DXの導入による一般財源の軽減
　・業務負担軽減による人件費抑制：介護職員１人あたりの業務時間削減→これにより介護報酬の加算獲得・人材定着率向上を実現。
　・医療・福祉費用の適正化：施設での見守り技術活用により、転倒事故・入院回数の減少を見込み、医療費の負担軽減。
３．相乗的な事業効果による持続性
　・介護分野の魅力向上・人材定着支援：介護ロボット等の導入により、身体的負担軽減及び業務効率化→若年層の就業促進・離職率低下→介護分野への人材流入が進み、結果的に行政の人材確保施
策のコスト削減にも寄与。
　・地域全体での費用適正化：市の関連施策（地域包括ケア・医療介護連携）と連携し、統合的なサービス提供を進めることで、施設ごとのバラバラな運営費用を抑制。

取組内容
（事業を進めていく中で、事業推進主体が自立していくことにより、将来的に本交付金に頼らずに、事業として継続していくことが可能となる事業であること。

KPI⑤

KPI⑥

KPI④

KPI③

0.00

KPI③ 介護テクノロジーの追加導入事業所数 単位 箇所

設定したKPIが複数年
にわたって費用対効果
を計測するのに適して
いる理由・計測手法・目
標値の根拠

KPI①
【理由】本事業の目的は、介護現場の業務効率化による職員の負担軽減と人材確保にある。業務負担削減率は、職員の働きやすさやサービスの質向上に直結するため、効果測定
の中核指標とする。
【計測方法】業務記録データを活用し、以下の業務負担軽減率を算出する。
　　　　　　　 ・介護記録作成時間の短縮率（％）
　　　　　　　 ・夜間巡回回数の削減率（％）
　　　　　　　　・職員1人あたりのケア時間短縮率（％）
　　　　　　　　これらのデータを、導入前後の１年間で比較し、変化を測定する。（導入当初は一時的に生産性の低下が予想されることから、長期的なデータを取得。
【目標値の根拠】介護ロボットや記録システム導入自治体（例：東京都、大阪府）の事例を参考
　　　　　　 　　　　→ 既存導入事例では、記録時間削減が30～40%、夜間巡回回数削減が15～25%に達しており、妥当な水準と判断。

KPI②
【理由】新規導入事業所数は、介護テクノロジーの普及状況を示す重要な指標であり、本事業の直接的な効果を測定する。
【計測方法】・補助金申請実績の確認（補助金交付決定件数を集計）
　　　　　　　 ・導入事例共有会・研修会参加記録との照合
　　　　　　　 ・施設への導入確認（年度末調査）
【目標値の根拠】市内133の対象事業所のうち、74事業所への調査によると、56事業所がすでに何かしらの機器を導入していた。３年間で市全体の過半数の導入事業所を目指す。

KPI③
【理由】追加導入施設数は、導入後の満足度や技術の有効性を示す指標であり、持続可能な事業の発展性を測る。
【計算方法】・補助金の再申請件数の集計
　　　　　　　 ・施設への定期調査（年度ごと）
【目標値の根拠】既存導入施設の３分の２が追加投資を行うことを想定。

KPI④
【理由】伴走支援体制の拡充は、テクノロジー普及と運用の円滑化に直結するため、重要な基盤指標とする。
【計測方法】・支援事業者の登録数を年度ごとに集計
　　　　　　　 ・支援実績の記録（支援件数・支援継続率）
【目標値の根拠】市内の福祉用具事業者16事業所のうち、過半数が協力事業者として参画することを想定。

KPI⑤
【理由】本事業の成功事例が全国的に注目され、普及・展開の可能性を示す指標となる。
【計測方法】・自治体・企業からの問い合わせ数を記録
　　　　　　　 ・視察・説明会の開催件数を集計
　　　　　　　 ・メディア掲載実績（新聞・テレビ・オンライン記事）をカウント
【目標値の根拠】類似事業の成功自治体では、視察・問い合わせが年間10～20件発生しており、本市でも同程度の影響を見込む。

KPI② 介護テクノロジーの新規導入事業所数 単位 箇所

単位 ％

KPI①
（アウトカムベースで、複数
年度を通じて評価指標とし

てふさわしいもの）

介護職員の業務負担削減率

ソフト事業及び拠点整備事業において、他の国庫補助金等の対象となる部分や特別交付税等の他の財政上の支援を受けている経費を除外しているか。 ○

一般財源

自主財源の内容

市の一般財源による負担

重点テーマへの該当

重点テーマ

有

生活環境

他の政策・施策に基づく取組と連携する事業における弾力措置の対象となる事業

他省庁補助金等の関連する他政策・施策との戦略的な連携を図る事業

特区制度に係る制度・規制改革を活用した、又は活用しようとする事業

PFI法に基づく事業

地域再生法に基づく事業

スタートアップ支援に係る事業

連携事項
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９．地域の多様な主体の参画

16,000千円

【役割】企画・立案段階から情報発信計画を策定し、事業の広報・周知を行う。
【意見・改善方策】他自治体の先進事例の収集・提供を通じ、計画策定時の参考情報として活用。

【役割】企画・立案段階から、在宅介護の視点を提供し、事業の方向性を共に考える。
【意見・改善方策】介護テクノロジーの導入が地域住民の生活に与える影響について意見を集約し、計画策定へ反映。

官 長岡市

学
小・中・高校、介護福祉士養
成校

労

言 地元新聞社、地域FM局

住民全般 地域住民、在宅介護従事者

【役割】企画・立案段階から事業者・住民の意見を取り入れた計画策定を主導し、事業推進のリーダーシップを担う。
【意見・改善方策】介護従事者や当事者からの意見を収集し、持続可能な事業運営へ反映。

金

0千円 0千円

交付対象事業経費

うちソフト事業費

【E】

合計

【C】

【D】

0千円

【A】

区分 主体名

産
市内の介護事業者（福祉用具
販売事業者含む）

主な役割、意見及び改善方策への反映

【役割】企画・立案段階から導入に向けたニーズを提供し、介護テクノロジーの導入・活用に取り組む。
【意見・改善方策】施設の現場課題を計画策定時に反映し、導入後の運用課題やメンテナンスについて福祉用具販売事業者と連携し改善。

各年度における
自主財源見込額

【A】

【E】

【B】

9,000千円

【B】

【C】

【D】

般財源 市の 般財源による負担

0千円

事業開始前
（現時点）

2025年度
（１年目）

2026年度
（２年目）

2027年度
（３年目）

2028年度
（４年目）

2029年度
（５年目）

2030年度
（６年目）

9,000千円 9,000千円

うち拠点整備事業費

総事業費

9,000千円 9,000千円 9,000千円

2,000千円

0千円 0千円 0千円 0千円 0千円

11,000千円 14,000千円

【役割】企画・立案段階で介護現場に求められるスキルや教育プログラムの視点を提供し、教育面から事業を支援。
【意見・改善方策】地域に必要な人材育成を進めるため、教育現場の視点を計画策定時に反映。

5,000千円 7,000千円 0千円 0千円

2,000千円 5,000千円 7,000千円 0千円 0千円
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10．交付対象事業の効果検証及び事業内容の見直しの方法、時期及び体制

11．地方版総合戦略の策定状況

年 月 日 年 月 日 年 月 日 年 月 日

12．地域再生計画の名称等

年 月 日から 2026 3 31

新潟県長岡市

長岡市まち・ひと・しごと創生推進交付金計画

地域再生計画の区域

計画期間

2020 4

新潟県長岡市の全域

1

地方公共団体名 地域再生計画の名称

まで

地方公共団体名
地方版総合戦略の計画期間・基本目標

現行の地方版総合戦略 次期地方版総合戦略

新潟県長岡市

毎年度 9 月

から 2031 3 31

第３期長岡市まち・ひと・しごと創生総合戦略
〇将来にわたって住み続けたいと思えるような、誰もが充実し、安全で安心して暮らすことの
できる、快適なまちづくりを進めます。（戦略６）
《基本施策６－１》年代を問わず誰もが、できる限り住み慣れた地域でいきいきと暮らし続けら
れるよう、地域共生社会を目指した支援体制を充実させることで、福祉の増進を図ります。
※現在、策定作業中

検証時期

検証方法

参画者

検証結果の公表の方法

産官学金労言による長岡市地方創生推進会議等の外部有識者による各種委員会の意見等も踏まえ検証実施する。

長岡商工会議所、長岡地域商工会連合、長岡公共職業安定所、長岡技術科学大学、長岡工業高等専門学校、
長岡造形大学、長岡崇徳大学、長岡大学、商工組合中央金庫、大光銀行、第四北越銀行、長岡信用金庫、
新潟縣信用組合、日本政策金融公庫、日本労働組合総連合会・新潟県連合会　中越地域協議会、新潟日報社

市ホームページ等で公表する。

第２期長岡市まち・ひと・しごと創生総合戦略
〇将来にわたって住み続けたいと思えるような、誰もが充実し、安全で安心して暮らすことの
できる、快適なまちづくりを進めます。（戦略６）
《基本施策６－１》年代を問わず誰もが、できる限り住み慣れた地域でいきいきと暮らし続けら
れるよう、地域共生社会を目指した支援体制を充実させることで、福祉の増進を図ります。

4まで 20261 から 2026 3 31

地域再生計画の認定の日 まで
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＜2025年度（１年目）＞

年 月 年 月 年 月 年 月 年 月

交付対象事業における施設整備・事業設備・備品経費 要素事業数 1 計 1,000千円

1

介護テクノロジーの導入支援 関連するKPI ①、②、③

1,000千円

生産性向上のため、介護テクノロジーを導入する介護事業所等への補助金　1,000千円
　　（目的）慢性的な介護人材不足解消のため、介護テクノロジーによる業務改善を行い、生産性の向上に意欲ある事業所に
　　　　　　　対して、夜間の体力的・精神的負担の軽減だけなく、各事業所が目指す様々な目的に即した支援を実施する。
　　（内容）介護事業所において、介護テクノロジーの導入に要する経費の一部を補助する。
　　（補助対象）市内以下のサービスを提供する介護事業者
　　　　　　　　　 短期入所系サービス、居住系サービス、多機能系サービス、施設系サービス
　　　　　　　　　　（生産性向上推進体制加算対象サービス）
　　（補助率及び上限額）必要経費の1/2以内、上限額は次のとおり
　　　　　　　　　　　　　　　 見守り・コミュニケーション機器：１台上限50千円
　　　　　　　　　　　　　　　ICT機器：総額上限500千円

（１年目） （２年目） （３年目）

2026 3

2025年度 2026年度 2027年度 2028年度

交付対象事業における
ソフト事業経費【②】

（４年目） （５年目）
合計

交付対象事業における
施設整備・事業設備・備品

経費【③】
1,000千円 2,500千円 3,500千円 0千円 0千円 7,000千円

交付対象事業における施
設整備・事業設備・備品経

費比率【③/①】
50.0%

2029年度

交付対象事業経費【①】

0.0% 50.0%

2,000千円 5,000千円 7,000千円

50.0% 50.0% 0.0%

0千円 0千円 14,000千円

1,000千円 2,500千円 3,500千円 0千円 0千円 7,000千円

全事業期間における本
年の位置付け

介護テクノロジー初期導入施設での成功事例を構築し、普及促進に向けた基盤整備
（１）伴走支援事業　（２）介護テクノロジー導入支援事業

事業開始時期 事業終了時期 予算計上時期① 予算種別① 予算計上時期② 予算種別② 予算計上時期③ 予算種別③

1

交付対象事業経費 2,000千円

交付対象事業におけるソフト事業経費 要素事業数

2025 4

介護テクノロジー導入に向けた介護DX・業務改善相談 関連するKPI ①、③、④

1,000千円

　（目的）
　介護テクノロジーの導入支援だけでは、導入が進んでいる事業所と、介護テクノロジーの導入検討まで至らないほど経営状況が
逼迫している事業所との格差が拡大する可能性がある。
　事業所における生産性向上意欲を促進させるため、介護テクノロジーの導入相談から導入後のアフターケアまでの業務全般を
担ってもらえる事業所と連携した相談事業等を実施。支援事業所数やコンサルティング業務の拡充を図り、事業所運用改善の
ための具体的な提案を提供する。
　（内容）
　１．業務課題のヒアリングと現状分析
　　・各事業所の業務課題（夜間巡回の負担、ケア記録作成の時間。職員の疲労など）をヒアリングし、現状の業務フローを
　　　分析する。
　　・ヒアリング結果をもとに、導入が効果的な介護テクノロジーを提案する。
　２．介護テクノロジー導入の個別相談
　　・導入を検討している介護テクノロジーについて、適切な機器選定や活用方法をアドバイスし、補助金等を活用した導入計画の
　　　立案をサポートする。
　３．業務改善のためのDX活用提案
　　・業務改善のロードマップを策定し、短期・中期的な目標を設定する。
　４．テクノロジー導入後の運用支援
　　・導入後の職員向け研修や研修やトラブルシューティングに対応。導入効果を測定し、課題が残る場合には改善策を提案す
る。
　５．事例共有と成功事例のフィードバック
　　・他の施設での成功事例を共有し、実現可能な方法を提案する。同規模の施設が抱える類似課題と解決策の共有を行い、
　　　施設間の連携を強化。
　（対象）
　市内の介護サービス事業所に勤務する施設管理者、現場の介護職員、ICT担当者　等
　（効果）
　・業務効率化の実現：夜間巡回やケア記録など、負担の大きい業務の効率化により、職員のストレスを軽減。
　・施設の運営力向上：業務改善によりサービスの質が向上し、利用者や家族からの満足度が向上。
　・介護人材の定着：業務効率化による職場環境の改善が進み、離職率の低下が期待される。
　・地域全体の介護力強化：施設間での情報共有や、成功事例の横展開を通じて、地域全体での介護力向上を実現。
　（経費）　委託料　1,000千円

2025 4

1 計 1,000千円

当初

2025.1.17　　　　　（別紙１-１） ソフト事業経費内訳
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＜2026年度（２年目）＞     ※２年目以降の交付額が担保されるわけではありません。

年 月 年 月 年 月 年 月 年 月

要素事業数

全事業期間における本
年の位置付け

初年度の成功を基に、新規導入をさらに進めるとともに、初導入施設に対する追加導入を推進
伴走支援体制を拡充し、地域全体での普及促進を加速
（１）伴走支援事業　（２）地域住民との連携強化　（３）介護テクノロジー導入支援補助金

事業終了時期 予算計上時期① 予算種別①事業開始時期

関連するKPI

1

①、③、④

2

意識啓発活動 関連するKPI ①

500千円

2

　介護テクノロジーの導入や活用が地域住民や介護施設に与える効果についての理解を深めてもらい、住民や介護従事者が
積極的に介護テクノロジーを受け入れ、活用する意識を高めることを目的とした意識啓発活動を実施。
　１．住民向け
　　　（目的）住民が生活の中でどのように活用できるか、またその導入によって生活の質が向上する可能性を理解し、
　　　　　　　高齢者の生活支援や地域全体の支え合い意識を促進する。
　　　（内容）地域説明会の開催：地元の公民館や地域センターで、介護テクノロジーの導入による高齢者支援の実際や導入事例
を
　　　　　　　紹介する説明会を定期的に開催。説明会では、テクノロジーのがどのように高齢者の見守りや生活の安心に寄与する
か
　　　　　　　を住民に直接伝え、実際の導入例や成功事例を紹介する。
　　　　　　　デモンストレーションの実施：介護ロボットやICTシステムなどのデモンストレーションを行い、住民が直接触れて
　　　　　　　体験できる機会を提供。これにより、介護テクノロジーのに対する不安や質疑を解消し、積極的に活用する意欲を
　　　　　　　引き出す。
　２．介護職員・施設従業員向け
　　　（目的）介護職員や施設従事者が介護テクノロジーを活用することで、業務効率が向上し、職場環境が改善されることを理解
し、
　　　　　　　 テクノロジーの導入を積極的に受け入れる姿勢を育てる。
　　　（内容）介護施設向け研修プログラムの提供：介護テクノロジーの使い方や効果的な導入方法について、施設職員を対象に
　　　　　　　した定期的な研修プログラムを提供する。
　　　　　　　リーダー向けリーダーシップ研修：施設管理者やリーダー向けに、テクノロジーを導入する際のリーダーシップスキルや
　　　　　　　チームマネジメントの重要性を強調する研修を実施し、全職員がテクノロジー活用に向けて協力しやすくなる環境を作
る。
　　　　　　　成功事例の共有会：既に介護テクノロジーを導入している施設と実際の使用事例や成功体験を共有する場を設け、
                他施設の職員が直接体験談を聞くことができるようにする。このような取組により、導入意欲やモチベーションが向上

する。

予算計上時期② 予算種別② 予算計上時期③ 予算種別③

2026 4 2027 4

①、②、③

計 2,500千円

当初

交付対象事業経費 5,000千円

交付対象事業におけるソフト事業経費

2026

2,000千円

　（目的）
　介護テクノロジーの導入支援だけでは、導入が進んでいる事業所と、介護テクノロジーの導入検討まで至らないほど経営状況が
逼迫している事業所との格差が拡大する可能性がある。
　事業所における生産性向上意欲を促進させるため、介護テクノロジーの導入相談から導入後のアフターケアまでの業務全般を
担ってもらえる事業所と連携した相談事業等を実施。支援事業所数やコンサルティング業務の拡充を図り、事業所運用改善の
ための具体的な提案を提供する。
　（内容）
　１．業務課題のヒアリングと現状分析
　　・各事業所の業務課題（夜間巡回の負担、ケア記録作成の時間。職員の疲労など）をヒアリングし、現状の業務フローを
     分析する。
　　・ヒアリング結果をもとに、導入が効果的な介護テクノロジーを提案する。
　２．介護テクノロジー導入の個別相談
　　・導入を検討している介護テクノロジーについて、適切な機器選定や活用方法をアドバイスし、補助金等を活用した導入計画の
      立案をサポートする。
　３．業務改善のためのDX活用提案
　　・業務改善のロードマップを策定し、短期・中期的な目標を設定する。
　４．テクノロジー導入後の運用支援
　　・導入後の職員向け研修や研修やトラブルシューティングに対応。導入効果を測定し、課題が残る場合には改善策を提案す
る。
　５．事例共有と成功事例のフィードバック
　　・他の施設での成功事例を共有し、実現可能な方法を提案する。同規模の施設が抱える類似課題と解決策の共有を行い、
      施設間の連携を強化。
　（対象）
　市内の介護サービス事業所に勤務する施設管理者、現場の介護職員、ICT担当者　等
　（効果）
　・業務効率化の実現：夜間巡回やケア記録など、負担の大きい業務の効率化により、職員のストレスを軽減。
　・施設の運営力向上：業務改善によりサービスの質が向上し、利用者や家族からの満足度が向上。
　・介護人材の定着：業務効率化による職場環境の改善が進み、離職率の低下が期待される。
　・地域全体の介護力強化：施設間での情報共有や、成功事例の横展開を通じて、地域全体での介護力向上を実現。
　（経費）　委託料　2,000千円

交付対象事業における施設整備・事業設備・備品経費 要素事業数 1 計

介護テクノロジー導入に向けた介護DX・業務改善相談

3

介護テクノロジーの導入支援 関連するKPI

2,500千円
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2,500千円

生産性向上のため、介護テクノロジーを導入する介護事業所等への補助金　1,750千円
　　（目的）慢性的な介護人材不足解消のため、介護テクノロジーによる業務改善を行い、生産性の向上に意欲ある事業所に対し
て、
　　　　　　 夜間の体力的・精神的負担の軽減だけなく、各事業所が目指す様々な目的に即した支援を実施する。
　　（内容）介護事業所において、介護テクノロジーの導入に要する経費の一部を補助する。
　　（補助対象）市内の介護サービス事業者（居宅サービス含む）
　　（補助率及び上限額）必要経費の1/2以内、上限額は次のとおり
　　　　　　　　　　　　　　　 見守り・コミュニケーション機器：１台上限50千円
　　　　　　　　　　　　　　　 ICT機器：総額上限500千円

1
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＜2027年度（３年目）＞     ※２年目以降の交付額が担保されるわけではありません。

年 月 年 月 年 月 年 月 年 月

500千円

　長岡市の取組をモデルケースとして、介護テクノロジー導入の成功事例やデータを全国に発信し、他自治体や関係機関との連携
を強化します。事例発表会やシンポジウムを開催し、ノウハウの共有を通じて他地域での導入を促進します。また、特設ウェブサイ
トやSNSを活用し、オンラインでの情報発信も積極的に行う。
　さらに、他自治体向けの広域連携プログラムを設計し、導入計画の立案や補助金活用のアドバイス、導入後の運用支援を行う
体制を整備する。他地域でのパイロット事業を通じて、導入効果を検証し、全国展開モデルとして適応可能な仕組みを構築する。
　全国ネットワークを形成し、スケールメリットを活用して導入コスト削減や運用支援の効率化を図る。長岡市を中心に、
介護テクノロジーの全国的な普及と持続可能な介護サービスの実現を目指す。
（会場使用料等）　500千円

全事業期間における本
年の位置付け

　事業を地域に定着させ、すべての介護施設でテクノロジーの恩恵を享受できる環境を構築。
長岡市を介護テクノロジー普及のモデル地域として全国に発信。
（１）伴走支援事業　（２）全国展開の準備　（３）介護テクノロジー導入支援補助金

2

全国展開の準備 関連するKPI ①、⑤

2027 4 当初

交付対象事業経費 7,000千円

3

関連するKPI ①、③、④

3,000千円

　（目的）
　介護テクノロジーの導入支援だけでは、導入が進んでいる事業所と、介護テクノロジーの導入検討まで至らないほど経営状況が
逼迫している事業所との格差が拡大する可能性がある。
　事業所における生産性向上意欲を促進させるため、介護テクノロジーの導入相談から導入後のアフターケアまでの業務全般を
担ってもらえる事業所と連携した相談事業等を実施。支援事業所数やコンサルティング業務の拡充を図り、事業所運用改善の
ための具体的な提案を提供する。
　（内容）
　１．業務課題のヒアリングと現状分析
　　・各事業所の業務課題（夜間巡回の負担、ケア記録作成の時間。職員の疲労など）をヒアリングし、現状の業務フローを
　　　分析する。
　　・ヒアリング結果をもとに、導入が効果的な介護テクノロジーを提案する。
　２．介護テクノロジー導入の個別相談
　　・導入を検討している介護テクノロジーについて、適切な機器選定や活用方法をアドバイスし、補助金等を活用した導入計画の
　　　立案をサポートする。
　３．業務改善のためのDX活用提案
　　・業務改善のロードマップを策定し、短期・中期的な目標を設定する。
　４．テクノロジー導入後の運用支援
　　・導入後の職員向け研修や研修やトラブルシューティングに対応。導入効果を測定し、課題が残る場合には改善策を提案す
る。
　５．事例共有と成功事例のフィードバック
　　・他の施設での成功事例を共有し、実現可能な方法を提案する。同規模の施設が抱える類似課題と解決策の共有を行い、
　　　施設間の連携を強化。
　（対象）
　市内の介護サービス事業所に勤務する施設管理者、現場の介護職員、ICT担当者　等
　（効果）
　・業務効率化の実現：夜間巡回やケア記録など、負担の大きい業務の効率化により、職員のストレスを軽減。
　・施設の運営力向上：業務改善によりサービスの質が向上し、利用者や家族からの満足度が向上。
　・介護人材の定着：業務効率化による職場環境の改善が進み、離職率の低下が期待される。
　・地域全体の介護力強化：施設間での情報共有や、成功事例の横展開を通じて、地域全体での介護力向上を実現。
　（経費）　委託料　3,000千円

予算種別③事業終了時期事業開始時期

3,500千円

1

介護テクノロジーの導入支援 関連するKPI

予算種別①

計 3,500千円

予算種別②

2027 4 2028

交付対象事業におけるソフト事業経費 要素事業数 2

1

介護テクノロジー導入に向けた介護DX・業務改善相談

予算計上時期① 予算計上時期② 予算計上時期③

交付対象事業における施設整備・事業設備・備品経費 要素事業数 1 計

①、②、③

3,500千円

生産性向上のため、介護テクノロジーを導入する介護事業所等への補助金　2,250千円
　　（目的）慢性的な介護人材不足解消のため、介護テクノロジーによる業務改善を行い、生産性の向上に意欲ある事業所に対し
て、
　　　　　　 夜間の体力的・精神的負担の軽減だけなく、各事業所が目指す様々な目的に即した支援を実施する。
　　（内容）介護事業所において、介護テクノロジーの導入に要する経費の一部を補助する。
　　（補助対象）市内の介護サービス事業者（居宅系サービス含む）、在宅介護従事者
　　　　　　　　　または在宅介護従事者
　　（補助率及び上限額）必要経費の1/2以内、上限額は次のとおり
　　　　　　　　　　　　　　　 見守り・コミュニケーション機器：１台上限50千円
　　　　　　　　　　　　　　　 ICT機器：総額上限500千円
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＜2028年度（４年目）＞     ※２年目以降の交付額が担保されるわけではありません。

年 月 年 月 年 月 年 月 年 月

＜2029年度（５年目）＞     ※２年目以降の交付額が担保されるわけではありません。

年 月 年 月 年 月 年 月 年 月

予算計上時期③ 予算種別③

交付対象事業経費 0千円

予算計上時期① 予算種別① 予算計上時期②事業開始時期 事業終了時期

要素事業数 計 0千円

0千円

交付対象事業におけるソフト事業経費 要素事業数 計 0千円

全事業期間における本
年の位置付け

交付対象事業における施設整備・事業設備・備品経費 要素事業数 計 0千円

交付対象事業経費

予算種別① 予算計上時期② 予算種別② 予算計上時期③ 予算種別③

交付対象事業における施設整備・事業設備・備品経費

事業開始時期 事業終了時期 予算計上時期①

要素事業数 計

予算種別②

交付対象事業におけるソフト事業経費

全事業期間における本
年の位置付け

0千円
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